
14-HOO6

ブロー ドバ ン ドが中小企 業 に

与 え る影 響

平成15年3月

卿
財団法人 日本情報処理開発協会



この事業 は、競輪の補助金 を受けて実施 したものです。…oo





「



はじめに

ブロードバンドサービスは、言うまでもなく高度情報ネットワーク社会実現のための

基盤であり、社会・経済の変革を余儀なくさせるだけの可能性を秘めている。その広帯

域性及び常時接続性がもたらす様々なアプリケーションは、日本人のライフスタイルを

変える原動力となる一方で、企業にとっては競争力を強化するための有効なツールと

なる。

ブロードバンドサービスの利用環境整備を最重要課題の一つとして掲げてきた政府

のe-Jap斧n計 画も、日本の産業の国際競争 力強化に重点が移りつつある。しかしな

がら金融危機 が表面化して以降、日本の競争力を支えてきた中小企業は、歴史上こ

れまでで最も困難な状況に追い込まれているといっても過言ではない。

そのため、当協会では、中小企業を活性化するという観点から、高度情報ネットワー

ク社会調査委員会(委 員長:今 田高俊東京 工業大学大学院教授)を 設置し、ブロード
バンドサービスが企業経営に与える影響及びそれが中小企業に持つ意味について検

討するとともに、ブロードバンドサービスの現状や中小企業における利用の実態、今後

の展望及び課題等について明らかにすることとした。その成果をとりまとめたものが本

報告書である。

なお、本報告書の作成にあたっては、各方面から多大なご協力を頂いた。ここに厚

く感謝の意を示す次第である。

本書が関係諸氏の参考となれば幸いである。

平成15年3月

財団法人日本情報処理開発協会
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ブロー ドバンド環 境 の進 展
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1.ブ ロー ドバ ンド環 境 の進 展

ブロードバンドサービスは、ダイヤルアップの従量制接 続 が一般 的だった 日

本のインターネット接続市場に月額固定の常時接続をもたらした点で画期的で

あったため、広帯域 性よりも常時接続性 の代名詞となっている面 がある。常時

接続でインターネットを利用 するという使 い方 を一般 消費者 が自宅でできるよう

になり、インターネットのアプリケーションが、質 ・量とも大きく広がった。

e-Japan計 画 でも、ブロー ドバンドサ ービスの利用環 境整備 を最重要課題

の一つとして挙げており、インフラの整備 は民間主導で着実 に進んでいる。ブロ
ードバンドサービスは

、言 うまでもなく高度情報ネットワーク社 会 実現のための

基盤であり、その広帯域性及 び常時接 続性がもたらす様 々なアプリケーション

は、日本人のライフスタイルを変える原動力 となるであろうし、ひいては社会 ・経

済の変革を余儀なくさせるだけの可能性を秘めている。

ここでは、まず 、ブロードバンド環 境が急激 に進展 しつつある日本 の状況を

概観する。

1.ブ ロー ドバ ンドサ ー ビスの普 及 状 況

1.1ADSLサs-・ 一・ビス'

ADSLサ ー ビスは2000年1月 か ら始 まった が、ベ ス トエ フォー トの1 .5Mbps

で 月 額7,000円 とい う料 金 だった ため 、一 般 消 費 者 に とって容 易 に手 が 出 るも

の で は なか った。しか し、2001年9月 、ソフトバ ンクグルv・一・・プ のYahoo!Japan

が 子 会 社 のBBテ クノロジ ー と共 同 で 、それ まで の約 半 額 とい う破 格 の料 金 でA

DSLサ ー ビス 「YAHOO!BB」 を 開 始 したことが きっか け とな り、激 しい 価 格 競

争 が始 まって 、家 庭 へ のADSLの 普 及 が一 気 に加 速 した 。

2003年2月 末 現 在 の 加 入 数 は658万9,867で ある(図1 .1)。NTT東 日

本 及 びNTT西 日本 が 合 計 で 占 める割 合 は40%程 度 に過 ぎず 、激 烈 な競 争

状 態 にある。現 在 、日本 のADSL料 金 は ベ ストエフォー トの8Mbpsで 月 額 約2,
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500円 であり、世 界 最 低 水 準 まで低 下 している。今も毎 月約50万 弱 ず つADS

L加 入者 数 が増加 す るというペースが持続しており、まだ衰 える気配 はない。普

及率では韓国に劣るものの、加入数で追い抜 くのはそう遠いことではない(図1.

2)。

ドへ 　 　

11

図1.1ADSL加 入 数 の 推 移
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出典:総 務 省 発 表 の資 料 を基 にJIPDEC作 成
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出 典:総 務 省 及 びKRMC(韓 国 インターネット情 報 センター)の 資 料 を基 にJEPDEC作 成

図1.3ケ ーブルモデムサービス加入数の推移
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図1.4ケ ーブルモデムサービス加入数 日韓米比較

出典:総 務 省 、FCC、KRNIC(韓 国 インターネット情 報 センター)の 資 料 を基 にJIPDEC作 成

1.2ケ ー ブ ル モ デ ムサv-…ビス

ケー ブ ル モデ ムサ ー ビス 自体 は伸 び て い るが 、もともとCATV普 及 率 が20

02年6月 末 現 在 で28.1%と 低 い た め 、そ れ ほ ど大 きな 市 場 に は な ってい な い。

2002年9月 末 の加 入 数 は180万 で ある(図L3)。 韓 国 及 び アメリカ と比 較 し

てもか なり小 さい(図1.4)。

1.3光 ファイバ ー 加 入 サ ー ビス

FTTHサ ー ビス は 、2000年12月 、NTT東 日本 及 びNTT西 日本 が 、ベ スト

エ フォー トで10Mbpsの 回 線 を月 額1万3,000円 で 試 験 提 供 した ことか ら始 ま

った。しか しな が ら、この 料 金 で は 、FTTHが 離 陸 す るの は まだ 先 だ と思 わ れ

た。

しか し翌2001年4月 、有 線 放 送 最 大 手 の 有 線 ブ ロー ドネ ットワー クス が 、最

大100Mbpsの ベ ス トエ フォー ト型FTTHを 月 額 使 用 料4,900円 で 提 供 開 始

したことにより、局 面 は 変 わっ た。有 線 ブ ロー ドネ ットワー クスのサ ー ビスは 、モ デ

ム レンタル 料 な ど全 て含 め ると、実 際 の 利 用 料 は 月 額6,100円 で 、NTT東 日
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本 及 びNTT西 日本 の サ ー ビスの お よそ 半 額 に過 ぎず 、しか も通 信 速 度 も10倍

の100Mbpsで ある。

これ によりFTTHが 一 般 ユ ー ザv-・一一に認 知 され 、7月 か らは 東 京 電 力 も試 験 サ

ー ビスを開 始 し
、その 後 各 地 域 の 電 力 会 社 系 通 信 事 業 者 が続 々 とFTTHサ ー

ビス に参 入 し、市 場 競 争 が 始 まった 。NTT東 日本 及 びNTT西 目本 は 、有 線 プ

ロー ドネ ットワー クス に対 抗 し、8月 か ら、FTTHサ ー ビスを 「B－フレッツ」として

商 用 化 す るに 当 たって100Mbpsで3,800円 のメニ ュー(集 合 住 宅 向 けで 、複

数 世 帯 が一 回 線 を共 同使 用 す る場 合)を 打 ち出 した。

しかしながら、有線ブロードネットワークスの提供地域 は限られているため、現

実 にはそれほどの脅威 とはならない。NTTに とっての真 の 強 敵 は 、NTTに 匹

敵す る光 ファイバ ー網 を有 する全 国10社 の電 力会 社 である。

2002年3月 末 、東 京 電 力 はISP向 けに光 ファイバ ー 接 続 サー ビスを商用化

し、同社 の通信子会社TTNetが それ を利 用 して、インターネット接続料 込みで

月額9,880円 のFTTHサ ービスを開 始 した。NTT東 日本 及 びNTT西 日本 の

B－ フレッツは 、複 数 ユー ザー が共用するサービスは安 いが、一ユーザーが単

独で使 用する場合、100Mbpsで9,000円 である。ただしこれはインターネット

接続料 を含 まないため、結果 として割 高 になる(な お 、NTT東 日本 及 びNTT

西 日本 にはISP事 業 が禁 止 されているため、インターネット接続料 込みのサー

ビスは提供できない)。NTT東 日本 はこれ に対 抗 す るため、6月 から100Mbps

を(集 合 住 宅 でない)複 数 世 帯 で共 有 す るメニュー を追加 し、月額5,800円 で

提 供 開始 した。この金 額 であれ ば、インターネット接続料 を足しても東京電力 に

十分対抗 できる。NTT西 日本 は、同様 のサービスをNTT東 日本 より安 い月 額

4,300円 で9月 から提 供 開始 した。

関 西 電 力 の通 信 子 会 社 ケイ ・オ プ ティコムや 九 州 電 力 の 通 信 子 会 社QTNe

tもFTTHサ ー ビスに 力 を入 れ てお り、NTT西 日本 の 営 業 エ リアで は 、FTTH

サ ー ビス市 場 にお いて 、NTT西 日本 の シェアは5割 を切 ってい る。

この ように 、電 力 会 社 が本 格 的 に 参 入 した2002年 か ら競 争 が 活 発 化 し、5

月 以 降 、毎 月 ほ ぼ1万5,000～1万6,000の ペ ー ス で加 入 数 が 増 加 して い る。

2003年1月 末 のFTTH加 入 数 は23万3,072で ある(図1.5)。
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図1.5FrrH加 入数 の推移 　
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出典:総 務省 発 表 資 料 を基 にJIPDEC作 成

2.ブ ロー ドバ ン ドサ ー ビス の ア プ リケ ・…一・hション

ユーザーがブロードバンド環境 にあることを前提 としたサービスは続 々と現れ

ているが、ここではまず現在 最も注 目されているものとしてIP電 話 を取 り上 げ 、

次 に動 画 像 関連 のアプリケーションについて見ていくこととする。

IP電 話 は急 速 に定 着 しつ つあり、ADSLサ ー ビスを契 約 す れ ばIP電 話 がお

まけで付 いてくるといった販売促進活 動が行われるようになっている。NTTも 、

2007年 には加 入 電 話 の売 上 が2001年 度 の売 上 に比 べて1兆 円 減 少 す ると

予 想 し、加 入 電 話 からIP通 信 への事 業 構 造 転 換 を積 極 的 に進めているが、も

しかすると、NTTの 予 想 を遥 か に上 回 るペ ースで普 及 する可能性 がある。そう

なると、NTTの 電話 料 収 入 は劇 的 に減 少 し、交換 設備 は不 良資産の山となっ

て、これまで考えられなかったような経 営危機 に見舞われる可能性 が無いとは

言えない。
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2.11P電 話

IP電 話 の や り方 に は 、インター ネ ットを使 うもの を含 め ると4つ の 方 法 が ある。

ケー ス1は 中 継 バ イパ ス方 式 と言 わ れ てい るもの で 、フュー ジ ョンや ぶ ららが

提 供 して いる。ア クセ スは 、市 内 網 は 電 話 網 を使 い 、中 継 はIP網 で バ イパ スす

る。

ケ ー ス2は 自 らIP網 を持 ち 、PCtoPCで 、IPに 繋 い で 電 話 をす るや り方 で

ある。

ケー ス3はIP網 か らゲ ー トウェイを介 して 、現 在 の 電 話 網 にも繋 が るや り方 で

ある。だ いた い この3つ の方 式 が 、や り方 としてある。「050」 の番 号 を振 って 、着

信 もで きるように しようとい う話 にな ってい るの は 、ケ ー ス3の 方 式 であ り、オ ー プ

ン性 が確 保 され れ ば 、この 方 式 が 最 も多 くなってくるであ ろう。

もう一 つ のIP電 話 の 方 法 は 、インター ネ ット電 話 で ある。インター ネ ットサ ー ビ

スプ ロバ イダ ー に繋 い で 、一 般 のインター ネットを介 して 電 話 通 話 をす る方 式 で

ある。最 近 は か なりソフトも良 くな り、品 質 も良 くなって きた とは 言 え 、まだ あまり品

質 はよくない 。インター ネ ットが混 ん だ 時 に どうなるか わか らな い。一 般 的 にIP電

話 とい う時 に は 、ケー ス1、2、3を 言 って いる。
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図1.61P電 話 の 料 金

2001年4月 か らIP電 話 サー ビスを開 始 したフュージョン ・コミュニケーションズ は、既 存

の電 話会 社 の1/4の 料 金 でサ ービスを提 供 している。

フュー ジョン

NTTCom

フュー ジョン

NTTCom

全 国 一 律20円

100km超80円

出典:各 社 資料を基 にJIPDEC作 成

(1)IP電 話 の認 知r

日本 では2001年5月 から事 業 者 の事 前選 択 制 「マイライン」が始まったが、

それに合わせ、フユージョンコミュニケーションズがIPバ ックボーンを中継 回 線 と

す る長 距 離電話サービスを2001年4月1日 から開 始 した。時 間 帯 や 距 離 に関

係なく3分20円 という低 料 金 が消 費 者 にアピールし、新規参入事業者 にもかか

わらず 、比較 的多くのマイライン登録者を得た。IP電 話 という言 葉 が一 般 消 費

者 に知 られるようになったのは、ここからである。

(2)YAHOO1Japanの 価 格 破 壊

2002年4月25日 、YAHOO!Japanの 子 会 社BBテ クノロジー がIP電 話 サ

ー ビス 「BBPhone」 を開 始 した。BBPhoneか ら一 般 加 入 電 話 に か けた 場 合 、

日本 国 内 は 一 律3分7.5円 で 、対 米 通 話 も3分7.5円 、YAHOO!BBをISP

にして い るユ ー ザ ー 同 士 は 無 料 とい うサ ー ビス内 容 で 、従 来 のNTTの 電 話 サ

ー ビスと比 較 して 画 期 的 なもの で あった。BBPhoneか ら加 入 電 話 にか ける場
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合、着信側で加入回線網を使うことになるから、片端分だけはアクセスチャージ

を電話 会社 に支 払う義務 があるが、両端がYAHOO!BBのADSL回 線 であ

る場合 、加 入 回 線 網 を全 く使 わないことになるから、アクセスチャージを電話 会

社 に支払う義務 はない。これが本来 のIP電 話 である。いず れ電 話 はデ ータ通

信 サービスの付加サービスとなり、無料で提供されるようになるであろうと予想さ

れてはいたが、それが一部実現したことで、IP電 話 へ の注 目度 が高 まった。

(3)IP電 話 の制 度 整 備

2002年5月15日 、総 務 省 はIP電 話 の本 格 導入 に 向け、「050」から始 まる1

1桁 の番 号 をIP電 話 に割 り当てる方 針 を発 表 した。モデムを利用 する現行のIP

電 話 には電 話番 号 が無 いため、一般加 入電話からの着信ができないが、「050

-CDEF-GHJK」(CDEFはISPの 事 業 者 識 別 番 号)の 番 号 体 系 を与 えるこ

とにより、これまでの一般加入電話と同様 、発信も着信も可能 になる。総務省 は

9月27日 から番 号 申請 の受 付 を開 始 した。ただし交換機 のソフトウェアを改修

する必要があるため、一般加入電話からの着信が可能 になるのは2003年 の春

から夏 になる予 定 である。

なお 、IP電 話 が一 方 で問題 を抱 えていていることは指摘しておかなければな

らない。現在 、通信 の世界 で最も大きな問題だと認識 されているのは、IP電 話

は既 存 の公 衆 交 換 電 話網 があることを前提で作っていることである。おかしくな

ったら既 存の電話網 に逃 げれば良いという考え方でできている。そうであるなら

ば、ナショナルミニマムとしての電話網 はいったいどうなるのか論議 をする必要

があろう。NTT東 西 はこの3年 で毎年 十 数%ず つ 収 益 が落 ちてお り、そのうち

経 営がもたなくなって既存電話網 という前提が崩れてしまう可能性 がある。

また、例 えば地震 などの災害が起きた時 にいったいどうなるかについての答

えがない。また、固定電話 は、交換機 でIDを 出すが 、IP電 話 の場 合 にはPCが

持 っていて、PCが 出す。ということは、セキュリティの問題 になるが、「なりすまし」

に非常 に弱い形態なのである。マネジメントの問題 なのかも知れないが、その辺

のところはまだまだ対処されていないし、危険性をはらんだ仕組 みだと言 える。

それから、ドラマで見るような電話 の逆探知 は、ルー トがわからないからほとんど

不 可能 になる。携 帯電話 であれば、まだどこにいるかロケーションがわかるし記

録も残 る。しかしIP電 話 はおそらく追 いか けられ なくなる。特 に今 のインターネッ
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ト電 話 の 場 合 、トレー サ ー か 何 か を仕 掛 け てお か ない 限 り、ほ とん ど不 可 能 であ

る。

(4)現 在 の展 開

制 度 が整 備 されたことで、大 手ISPやNTTと 対 抗 す る電 気 通 信 事 業者 が積

極 的 にIP電 話 事 業 に乗 り出 している。

①YAHOO!Japan

上 述 の ように 、ADSLと 同 様 、YAHOO!Japanが 子 会 社 のBBテ クノロジー

と共 同 で 、従 来 の 料 金 体 系 を破 壊 す るサ ー ビスをIP電 話 で も開 始 した。YAH

OO!Japanな どインター ネ ット関 連 の 新 興 事 業 を傘 下 にもつ ソフトグル ー プ の

総 帥 で ある孫 正 義 氏 は 、日本 の ブ ロー ドバ ンド化 の 遅 さに危 機 感 を持 ち 、自ら

陣 頭 指 揮 に 立 ってYAHOO!BBを 立 ち 上 げ た。同 氏 の 価 格 破 壊 戦 略 は功 を

奏 し、事 業 が 同 氏 の期 待 通 り利 益 を生 み 出 しているか どうか は別 として 、その 思

惑 通 り日本 のブ ロー ドバ ンド化 は 急 速 に進 展 しつ つ ある。ソフトバ ンクの 発 表 に

よれ ば 、2002年10月 末 のBBPhone利 用 者 数 は 、前 月 か ら25万3,000増

え て77万3,000と 、凄 まじい勢 い で増 加 して いる。BBPhoneは 、ISPと してY

AHOO!BBを 契 約 してい な くても単 体 で利 用 可 能 で ある。

②NTT-ME

NTTの 地 域 会 社 の子 会 社 で 、ソリュー ション事 業 を手 が けるNTT-MEは 、

2001年10月1日 か らIP電 話 サ ー ビスを開 始 し、ISPの 中 で は 最 も早 か った が 、

一 般 ユ ー ザ ー の場 合 でもサ ー ビス利 用 に
.月額2,200円 の 追 加 料 金 が 必 要 で

あ り、それ ほ ど魅 力 ある内 容 とは 言 えな い。

な お 、NTT-MEは2002年8月 か ら試 験 提 供 して い る無 線LANサ ー ビス

「NeoMobile'」 で 、PDA端 末 を利 用 したIP電 話 の サ ・一・・一・ビス実 験 を開 始 した。実

験 は12月 中 まで 実 施 予 定 で ある。電 話 機 で な くPDAを 端 末 としてい ることか ら、

NTT-MEは 、IP電 話 をソリュー ションサ ー ビスの 一 環 と位 置 づ けて い ると思 わ

れ る。

③NTTCom

NTTの 国 際 ・長 距 離 事 業 子 会 社 で あるNTTComは 、2002年8E7日 か ら、

自身 のISP事 業 であ るOCNの 加 入 者 を対 象 に 、PC間 で の ビデ オ 電 話 やPC
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から一般加 入電話への通話 が可能な、VoIP技 術 をベ ースにしたサー ビス「OC

Nビ デオフォン」の提 供 を開 始 した。利用料金 は月額300円 で 、一般 加 入 電 話

にかける場 合 、3分25円 である。NTT系 列 以 外のISPが3分8円 前 後 の料 金 に

設 定 していることと比較 すればかなり高い。ただし、後記⑥を参照。

④KDDI

日本 でNTTに 次 ぐ第 二 位 の 電 気 通 信 事 業 者 であるKDDIは 、2002年7月

か ら法 人 向 け に 「KDDIイ ンターー一`ネットIPフ ォンサ ー ビス」の 試 験 提 供 を 開 始 し
、

11月1日 か ら商 用 サ ー ビス に移 行 した。料 金 は距 離 ・時 間 帯 に 関 係 無 く国 内

は一 律3分8.5円 、警 察 や 消 防 な どの 緊 急 通 報 は 利 用 で きず 、当 面 発 信 専 用

の み で ある。

さらに12月10日 、KDDIの インター ネ ット接 続 サ ー ビス 「DION」 の加 入 者 で 、

ADSLや 光 ファイバ ー を利 用 してい るユ ー ザ ー を対 象 に 、「KDDI-IP電 話 サ

ー ビス」の試 験 提 供 を開 始 した
。料 金 は 距 離 ・時 間 帯 に 関 係 無 く国 内 は 一 律3

分8.5円 で 、アメリカ へ の発 信 は3分10円 である。IP電 話 サ ー ビス利 用 者 間 は

無 料 。当 面 、携 帯 電 話/PHSと の 通 話 や 、緊 急 通 報 な どは 利 用 で きず 、一 般

加 入 電 話 か らの着 信 もで きな い の は 、法 人 向 けサ ー ビスと同 様 で ある。なお 、⑥

を参 照 。

⑤ フユー ジ ョンコミュニ ケー ションズ

IP中 継 電 話 サ ー ビスを提 供 してい るフュー ジョンが 、自らISPと な って 、オ ー

ルIPのIP加 入 電 話 サ ー ビス 「FUSIONIP-Phone」 を、2003年2月 か ら提

供 開 始 す ると発 表 した。IP電 話 市 場 全 体 の 拡 大 を図 るた め 、広 く協 調 ・提 携 を

模 索 し、IP電 話 設 備 を持 たな いISPやCATV事 業 者 等 に は プラットフォ・一・一・ムを

提 供 す る。FUSIONIP-Phone加 入 者 同 士 はもちろん 、フュー ジョン と提 携

す るISP利 用 者 同 士 の通 話 も無 料 とす る予 定 である。FUSIONIP-Phone

か ら一 般 加 入 電 話 にか ける場 合 、全 国 一 律3分8円 とす る。な お 、大 手ISPの

一 つ で あるNECのBiglobeが
、フユ・・一一"ジョン のプ ラットフォー ムを使 ってIP電 話

サ ー ビスを2003年2月1日 か ら提 供 す ると発 表 して いる。な お 、フュー ジョン は 、

11月12日 にIP中 継 電 話 加 入 数 が 、予 定 より4ヶ月 早 く200万 回 線 に到 達 した

と発 表 した。
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⑥ 大 手ISPがIP電 話 で 相 次 い で提 携

11月14日 、ニフティ、ソニ ー ・コミュニ ケー ションズ ・ネ ットワー ク(SCN)、NT

TComの3社 が 、IP電 話 サ ー ビスの 提 供 で提 携 し、各 社 会 員 向 けの試 験 サ ー

ビス提 供 及 び 各 社 会 員 相 互 間 のIP電 話 サ ー ビス実 験 を実 施 す ることに合 意 し

た と発 表 した。NTTComのVoIP基 盤 ネ ットワー クを利 用 す るもの で 、12月 か

ら各 社 会 員 向 け試 験 サ ー ビスを開 始 し、2003年1月 か ら各 社 会 員 相 互 間 のサ

ー ビス実 験 に入 る
。各 会 員 間 の通 話 料 は無 料 。実 験 は3社 で 行 うが 、検 証 が 済

み 次 第 、他 のISPの 参 加 も呼 び か ける。

11月15日 には 、ブ ロー ドバ ン ド事 業 の 共 同 展 開 を 目的 としたISPや コンテ ン

ツプ ロバ イダ ー の 提 携 団 体 「メガ コンソー シ アム」(2.2(7)参 照)の 幹 事 会 社 で

あるKDDI、 日本 テ レコム、NEC、 松 下 電 器 が 、IP電 話 サ ー ビスで 提 携 し、12

月 か ら実 証 実 験 を開 始 し、2003年4月 か ら商 用 サ ー ビスを開 始 す ることで合 意

した。

前記3社 の会 員 数 の合 計 は約1,100万 であり、メガコンソー シアムの幹事会

社4社 のそれぞれのISP子 会 社 の会 員 数 合 計 は約1,000万 で、両者 合 計 で2,

000万 を超 える。このうちブロー ドバ ンド回線 を契約 しているのは、まだ400万

程 度 に過 ぎないが、各ISPはIP電 話 サー ビスをてこにブ ロー ドバ ンドサービスの

拡販を図る意 図であり、今 後もブロードバンドサービス利用者 の高率での増加

が見込まれる。

また 、11月27日 に は 、KDDI、 日本 テ レコム 、TTNetの3社 がIP電 話 の相

互 接 続 で 合 意 し、ADSL事 業 者 イー ア クセ スと提 携 してい るISP11社 と協 力 し

て、2003年3月 か ら順 次IP電 話 サ ー ビス を提 供 す ると発 表 した 。これ は メガ コ

ンソー シアム とは別 の 動 きで 、イー アクセ スが 、IP電 話 機 能 内 蔵 のADSLモ デ

ムの 供 給 、ADSLサ ・…一一・ビスとの 一 括 申 込 み 、IP電 話 の 品 質 管 理 な どの カスタマ

ー サ ポ ー トを一 元 的 に提 供 す る
。提 携 してい るISP11社 に は 、3社 の ほ か に松

下 電 器 、NECな ども含 み 、合 計 会 員 数 は 約1,650万 になる。

このように 、提i携 が 矢 継 ぎ早 に発 表 され 、ISPは 一 つ の グル ー プ に止 まること

なく、他 の グル ・一一・・プ とも連 携 してIP電 話 サ ー ビスの 輪 を広 げ て いこうとしてい る。

IP電 話 へ の 移 行 は 、ここにきて 予 想 より遥 か に早 く進 ん で い る。NTTの 加 入 電
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話 回線 は約5,300万 で、提 携ISP事 業者 同 士 での無 料IP電 話 が、収 入 の大

半を電 話収 入 に依 存 しているNTTに 与 える打 撃 は計 り知 れない。

2.2ブ ロー ドバ ンド放 送

ブ ロー ドバ ンド用 のCDN(ContentsDeliveryNetwork)事 業 は 、大 手

キャリア は全 て乗 り出 してい ると言 って 良 い 。現 在 注 目され る動 きを紹 介 す る。

(1)NTT-BB

2001年6月 、NTTが ブ ロー ドバ ンド環 境 で コン テ ンツ流 通 を 支 援 す る10

0%子 会 社 「NTTBroadbandInitiative」(NTT-BB)を 設 立 した。NTT-BB

は 、CDN(コ ンテンツ ・デ リバ リー ・ネ ットワー ク)サ ー ビス、コンテンツの加 工 支 援 、

セキュア コントロー ル 、課 金 ・回 収 といったコンテンツ流 通 の 仕 組 み を提 供 し、ブ

ロー ドバ ンド通 信 の 需 要 拡 大 を 目指 す ことで 、NTTのFTTHサ ー ビスを側 面 か

ら支 援 す ることを 目的 としてい る。

NTT-BBは 、2001年11月 か ら試 験 提 供 してきたプ ロv・・一・ドバ ンド通 信 サ ー

ビス 「BROBA」 の 本 提 供 を 、2002年4月 か ら全 国 一 斉 に 開 始 した。サ ー ビス

の概 要 は以 下 の とお りである。

(1)コ ンテ ンツ配 信 サ ー ビス

エ ンター テイメント、ライフ、ラー ニ ング、ビジネ ス、ニュー スの5ジ ャンル で 、

高 画 質 ・高 品 質 の コンテンツを提 供 。開 始 当 初 は100社1 ,400タ イトル 。料

金 は 無 料 又 は 一 コンテ ンツ100円 。

(2)映 像 コミュニ ケV・一・Lションサ ー ビス

同 時 に最 大30人 参 加 可 能 なBROBAチ ャット、映 像 を配 信 す るBROBA

キャスティング、映 像 を添 付 す るBROBAメ ー ル 等 の提 供 。

(3)法 人 ユ ー ザ お よび そ の会 員 向 け(BtoBtoC)サ ー ビス

NTT-BBの プ ラットフォー ム及 びCDNを 法 人 ユ ー ザ 向 け にカスタマイズ し

て提 供 し、ブ ロー ドバ ンドビジ ネスを支 援 。
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(2)NTT東 日本 及 びNTT西 日本

NTT東 日本 は 、ADSL契 約 者 及 びFTTH契 約 者 を対 象 に 、ブ ロー ドバ ンド

コンテ ンツを提 供 す るサ ー ビス 「Flets-Connect」 の 本 提 供 を2002年8月 か

ら開 始 した。当 面 の 提 供 エ リア は 東 京 都 内 の み で 、今 後 順 次 拡 大 予 定 であ る。

NTT西 日本 も同 様 のサ ー ビス 「Flets-Communication」 を開 始 した。当 初

の 提 供 エリア は大 阪 府 内 の み で 、今 後 順 次 拡 大 予 定 で ある。

(3)電 力 系 ・

電 力10社 は 、一 元 的 な組 織 によりブ ロー ドバ ン ドコンテンツを調 達 ・配 信 す る

た め 、2002年1■ 月 、rBBit-Japan」 を設 立 し、試 験 サ ー ビスを 開 始 した 。20

02年 末 まで に は全 国 的 な配 信 体 制 を整 える予 定 で ある。

(4)SkyPerfecTV!の 番 組 配 信 サ ー ビス 「SkyPerfectBB」

デ ジ タル 衛 星 放 送 事 業 者SkyPerfecTV!は 、2002年2月1日 か ら試 験 サ

ー ビス として
、SkyPerfecTV!で 衛 星 放 送 して い る番 組 をブ ロー ドバ ン ドで ス ト

リ・一・一・・ミン グ 配 信 す るサ ー ビ ス 「SkyPerfectBB」 を 開 始 して い た が 、8月1日 か ら

全 国 展 開 し、本 格 サ ー ビス化 した 。SkyPerfectBBは 、300kbpsと1Mbpsの

回 線 速 度 を サ ポ ー トして い る。

(5)民 放3社 共 同 の トレソー ラ

ブ ロ・・一ードバ ン ドによる番 組 配 信 サ ー ビスの事 業 性 を検 討 す るた め にTBS、 フ

ジテレビ、テレビ朝 日の 地 上 波 民 放3社 が 設 立 した トレソー ラが 、2002年9月1

日か ら11月30日 まで の期 間 限 定 で 、1980～90年 代 に放 送 され た3社 の 人 気

番 組 を有 料 配 信 す る試 験 サ ー ビスrchance!@TRESOLA」 を 実 施 した 。月 額

利 用 料1,000円 で 毎 月50～60本 の番 組 を何 回 でも視 聴 で きるように し、コン

テンツは 毎 月 更 新 した。もし映 像 コンテ ンツをブ ロー ドバ ンドで 配 信 す るサ ー ビ

スを事 業 として 立 ち 上 げ るとす れ ば 、魅 力 あるコンテンツを豊 富 に 抱 える地 上 波

放 送 局 が乗 り出 す の で な けれ ば 成 功 は お ぼ つ か ない 。そ うい う意 味 で 、もっとも

注 目され て い るプ ロジ ェクトで ある。トレソー ラで は 、500kbps以 上 の 回 線 を 前

提 として いる。
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(6)BBケ ーブル のブロー ドバンド放 送

YAHOO!Japanと 同様 、ソフトバ ンクグル ープ子 会社であるBBケ ー ブルが、

YAHOO!BBのADSL回 線 によるブロードバ ンド試 ,験放 送 サービス「BBCa

bleTV」 を12月5日 か ら開始 した。BBケ ー ブル は、ベストエフォー ト型 回線を

利 用する放 送事業者 として総務省から登録を受けた初 めての事業者 で、上記

(2)、(3)と は異 なり、放 送 事 業 者 としてブロードバンド放送 に進 出している点で

非常 に注 目されている。現行法上、インターネットを利 用してビデオ番組 を流す

限りでは放 送事業 者である必要はないにも関わらず、同社が放 送事業者 にな

る道を選んだのは、インターネットでのコンテンツ利用 に関する著作権処理 がま

だ確 立しておらず、放 送事業者 になってしまえば、すでに確 立 している放送 に

関するコンテンツの著 作権処理の枠組みが、そのまま使 えるからであると考 えら

れる。

(7)メ ガコンソー シ アム の設 立

2002年6月22日 、ブ ロー ドバ ンド事 業 拡 大 を 目 的 としたISPの 連 携 組 織

「メガコンソー シアム 」が発 足 した 。設 立 メンバ ー であるNEC、KDDI、 日本 テ レ

コム 、松 下 電 器 の 他 に 、コンテ ンツプ ロバ イダ ー を含 む27社 が 参 加 した。NEC

が 代 表 幹 事 、他 の 設 立 メンバ ー3社 が 幹 事 とな り、以 下 の ような 今 後 の活 動 方

針 を決 定 した 。また 、幹 事4社 は 、メガ コンソー シアムで 議 論 され た ブ ロー ドバ ン

ドサ ー ビスの 事 業 化 を検 討 す る傘 画 会 社 を7月29日 に 設 立 した 。メガ コンソー

シ アムは 、主 として ブ ロー ドバ ンドコンテ ンツを共 同 調 達 す ることを 目的 として い

ると言 って 良 い 。上 述 したように 、幹 事 会 社4社 傘 下 のISPだ け で約1 ,000万

の加 入 者 を抱 え て お り、そ の影 響 力 は 大 きい 。現 在 メガ コンソー シ アム の 会 員

数 は50を 超 えて いる。
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以 下 の3つ の ワー キンググル ー プ を設 置 し、個 別 に検 討 す る。

(1)プ ロご ドバ ンドコンテ ンツ・サ ー ビスワー キ ンググル ー プ

ブ ロー ドバ ンドコンテンツの 共 同 調 達 、共 同 利 用 、共 同 制 作 、コンテ ンツ・

サ ー ビス配 信 技 術 、著 作 権 保 護 な どにつ いて検 討 。

(2)マ ー ケティングワー キンググル ー プ

ブ ロー ドバ ンド時 代 の マ ー ケテ ィングサ ー ビス、プ ロモ ー ション等 の 共 同

展 開 につ い て検 討 。

(3)コ ミュニ ケー ションサ ー ビスワv-一・キ ンググル ー プ

IPネ ットワー クを介 して提 供 され るコミュニ ケー ションサ ー ビスの 課 題 検 討

及 び 相 互 接 続 性 確 保 、サ ー ビス形 態 や そ れ ぞ れ の共 同 展 開 につ いて検

討 。

3.NTTの ブ ロー ドバ ンド事 業

公衆 交換 電話網のサービスからIPベ ースのデ ータ通 信 サ ー ビスへ と、事業

転換 を迫られているNTTは 、2002年4月 、光 ファイバ ー によるブ ロードバンド

事業の推進を全面 に押し出したグループ3ヵ 年 計 画を発 表 した。主 な内容 は以

下のとおりであるが、既存 固定網への投資を停止するとの発表 は、予想 されて

はいたものの、大きな反響を呼んだ。
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【NTTグ ル ー プ3ヵ 年 計 画 概 要 】

2002年3月

(1)ブ ロードバンド(光)市 場 を中心 とした事 業 開拓

① ブロードバンドビジネスの展 開

・需要の創 出、光アクセスサービスの展 開、無線LANの 活 用 、グルー プ

内ISP事 業 の段 階 的統 合 、ソリューション事 業の提供 。

② 移動通信事業の展開

・FOMAの 全 国展 開
、ソリューション事業 の拡大。

③VoIP普 及 を踏 まえた固定 電 話 事 業の展 開

・固定電話網及 び固定電話 系オペレーションシステムへの投 資を原則

停止、IP網 の充 実 に投 資 を集 中。

④ 事 業領 域 の拡大

・IT関連 の市場 開拓 を 目指 すだけでなく
、環境 ・エネルギー事業、電力

小売 事業 に進 出し、アウトソーシング会社 によりIT周 辺 ビジネスを開

拓 。

⑤ ブロー ドバ ンド(光)市 場 開 拓 のためのR&D推 進 ・強 化

(2)国 際 事 業の着 実 な展 開

(3)構 造 改革 による財 務基 盤 の確 立

(4)株 主重 視 の経 営

(5)持 株 会 社 方 式 の下 でのグルー プフォーメーションの機 動的見直しと規制問

題への対応

さらに 、2002年11月 、NTTは 「"光"新 世 代 ビジ ョン ー ブ ロー ドバ ンドで レ

ゾナ ン トコミュニ ケー ションの 世 界 へ 一 」を発 表 し、今 後5年 間 、NTTグ ル ー

プ が 一 体 とな ってブ ロー ドバ ンドインフラの整 備 に 注 力 す る方 針 を 明 確 に した。

NTTは この 中 で 「レゾナ ン トコミュニケ ー シ ョン」を提 唱 してお り、そ の環 境 の 実

現 に 向 けて必 要 とな る、上 位 レイヤ か ら端 末 まで の 総 合 的 な ソフトウェア デ ザ イ

ン に 基 づ く次 世 代 ネ ットワ ー クア ー キ テ クチ ャ(REsonantcommunication

NetworkArchitecture:RENA)及 び サ ー ビスを実 現 す る基 盤 技 術 の 研 究 開

発 に全 力 で 取 組 む 。
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【NTTに よる 「レゾナ ントコミュニケ ー ション」とは 】

人 、企 業 な ど世 の 中 の あらゆるもの が 、

・ブ ロー ドバ ンドで 「双 方 向(イ ンタラクティブ)」 に 、

・「いつ でも、どこでも、誰(何)と でも」ユ ビキタスにネ ットワー クで 結 ば れ 、

・「安 全 、確 実 、簡 単 」でユ ー ザ ビリティー に優 れ 、

世 の 中 と共 鳴 しな が ら進 歩 す る、光 による新 世 代 コミュニケー ション環 境

4.移 動 通 信 サ ー ビス

第3世 代 移 動 通 信 サ ービスの開 始 により移 動通信サービスもブロードバンド

化 が進 むと思 われたが、NTTド コモが2001年10月 か ら開 始 した3Gサ ー ビス

「FOMA」 は期 待 を全 く裏 切 る不 振 で、開始 一年後の加 入者数 は約16万 に過

ぎない。しかし、第2世 代 の携 帯 電話 をベ ー スにしたIPサ ービスの利 用 は相 変

わらず活 発 で、特 にデジタルカメラ付きの携 帯電話で撮った静止 画像や動画を

メールで送るサービスの利用 が大きく伸びている。

4.1移 動 通 信 サー ビス市場

2001年 度 の移 動 通 信 市 場 全 体 の売 上 高 は、前年比13.4%増 の9兆1,6

12億 円に達 し、相 変 わらず 二 桁 の伸 びを記 録したが、携 帯電話の加 入率 は2

001年 度 末 で約60%に 達 し、今 後 はこのような成 長 は見込めず、2002年 度 は

数%程 度 の成 長 と予 測 され ている。

20



図t7糎 蓮 市場規模の推移
(単 位:10億 円)
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出典:総 務省 「第一種電 気通信事業の動向」
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4.2ブ ラウザ フォンによるIPサ ー ビスの状 況

(1)携 帯IPサ ー ビス契 約 数 の 推 移

(社)日 本 電 気 通 信 事 業 者 協 会 の 最 新 の 発 表 に よれ ば 、2003年2月 末 の

携 帯 電 話 の加 入 数 合 計 は 約7,437万 で 、うち約6,100万 がIPサ ー ビスを契

約 して お り、加 入 者 の80%以 上 がIPサL-一・ビスを利 用 してい ることになる。1999

年2月 にNTTDocoMoが 開 始 したiモ ー ドか ら始 まった携 帯IPサ ー ビスは 、1

年1ヶ 月 後 の1999年 度 末(2000年3月 末)に は750万 に 達 し、以 後 爆 発 的 に

増 え、ユ ー ザ ー・…Eの間 に完 全 に 定 着 してい る(図2.3)。

(千)

80,000

図1.9携 帯電話加入数と携帯IP契 約 数の推移

出典:電 気通 信 事 業者 協 会(TCA)の データを基 にJIPDEC作 成'

(2)画 像メールサービス

デジタル カメラ付きの携 帯電話 で写真 を撮ってメールで送るサービスは、J－

フォンが2000年11月 から開 始 した 「写メール 」が最 初である。携帯電話の画面

は小 さく解像度も良くないため、それほど期待されていなかったサービスである

が、消費者としては携 帯電話 の小 さな画面 にもともと高画質 の画像 など期待し
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てお らず 、そ れ な りに新 た なコミュニケー ションツー ル として楽 しん で い ることが 明

らか に なった。特 に2001年6月 か ら人 気 女 優 を使 ったCMに より写 メー ル の 楽

しみ 方 をア ピー ル した 「写 メー ル キャンペ ー ン」を行 った ことが 起 爆 剤 とな り、ユ

ー ザ ー 層 が 一 気 に広 が った
。ば 後 、写 メー ル と言 え ばJ－ フォン、J－ フォンと言

え ば 写 メー ル とい うように 、写 メー ル はJ－ フォンの 代 名 詞 とな った 。これ に より業

界3位 だ ったJ－ フォンは加 入 者 を急 速 に 増 や し、2002年3月 末 に は 、一 時 的

にKDDIを 抜 い て 業 界2位 になったほ どで あった。

J－ フォンの成 功 で尻 に火 が付 いていた他 の携帯電話事業者もようやく画像

メールのサービスを開始した。KDDIは2002年4月 から、第3世 代 に属 するCD

MA20001Xサ ー ビスを開始 す るのを機 に、画 像メールサービスを開始し、一

ヶ月でJ－ フォンから業 界2位 の座 を奪 回した。

NTTド コモ は、2001年10月 から開 始 した3G移 動 通 信 サ ービス「FOMA」

に画 像 サー ビスを利 用 したいユ ーザーを取 り込み、FOMAを 離 陸 させ る意 向

であったが 、FOMAは 高 価 でかつ待 ち受 け時 間も第2世 代 の携 帯 電 話 より遥

か に短 く、カバーエリアも狭 いという三重苦 に喘いでおり、とても一般 消費者 の

関心を惹くことができないため、方針を転 換せざるを得ず 、現行 の第2世 代 の

携 帯 電 話 で画 像 をメール で送るサービス「iーショット」の提 供 を、2002年6月 か

ら開始 した。加 入者 数 シェアで約60%を 占めるNTTド コモのユー ザー にとって、

画 像 メールサービスは待 ちに待っていたものであり、新規発 売されたNTTド コ

モ のカメラ付 き携 帯 電 話 は品切 れするほどの人気 になった。現在 では、販売台

数ではNTTド コモのカメラ付 き携 帯 電 話 が最 も売れている。

現在 、カメラ付 き携 帯電話を使っているユーザーは、2002年10月 時 点 でJ

－フォンだけでも700万 台を超 えており
、3社 合 わせ ると優 に1,000万 を超 える。

したがって、2002年10月 末 時 点 で、携 帯 電 話 ユー ザー の約14%、 携 帯IPサ

ービス利 用 者 の17%が 画 像 メールサ ービスを利 用 していることになるが
、毎月

数 十万台のレベルでカメラ付 き携 帯電話の販売が続 いていると見 られ、携帯電

話全ユーザーの20%に 達 するのはそう遠 い将 来ではない。加入者数 の伸びが

頭打ち傾 向となり、このところ携 帯電話端末の出荷台数 は前年 同月比 でマイナ

スを記録 しているが、カメラ付き携 帯電話 が無 ければもっと落ち込んでいたであ

ろう。
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動 画 メー ル サ ー ビスは 、J－フォンは2002年3月 か ら「ムー ビー 写 メー ル 」、K

DDIは2002年9月 か ら「ムー ビー メー…ル 」の提 供 を 開 始 した 。す で に動 画 メー

ル サ ー ビスも市 民 権 を得 、活 発 に使 わ れ て いる。

なお 、世 界 最 大 の携 帯 電 話 事 業 者 で あるVodafoneは 、傘 下 のJ－ フォンの

この成 功 を 目の 当 た りにし、カラー 表 示 の携 帯 電 話 機 による画 像 メー ル 、着 メロ、

電 子 メー ル 、ダ ウンロー ドゲ ー ムな どの 消 費 者 向 け サ ー ビスや 、企 業 ユ ー ザ ー

向 け携 帯 イントラネ ットサ ー ビスな ど、日本 市 場 か ら学 ん だ 携 帯 電 話 向 けサ ー ビ

スを、現 行 第 二 世 代GSMのGPRSを ベ ー スに 、欧 州8ヶ 国(ア イル ランド、イギ

リス、イタリア 、オ ランダ 、スウェー デ ン 、スペ イン、ドイツ 、ポ ル トガ ル)で2002年

10月 か ら開 始 した 。サ ー ビスブ ランドは 「VodafoneLive!」 で 、2003年 か ら

オ ーストラリア、ギ リシ ャ、ニュー ジー ランドでも開 始 す る予 定 で ある。

4.3第3世 代 移 動 通 信 サービスの現 状

2001年10月 、NTTド コモ は世 界 に先 駆 けて3G移 動 通信 サー ビス 「FOM

A」を開始 した。ヨー ロッパ で は、免許 を取得した事業者 が、3Gの 事 業 性 が見

通 せないままサービスの開始を再三 にわたって延期 している状態で、日本 は世

界が注 目する3Gサ ー ビスの実 験 場 となっている。日本では、2Gサ ー ビスの3事

業者 がそのまま、新 規 参 入 も無 く、オークションもなく無料 で3Gの 免 許 を得 た。

そして2002年12月 のJ－ フォンのサー ビス開始 で、3事 業 者 の3Gサ ー ビスが

すべて出揃 った。

(1)NTTド コモのFOMA

2001年10月 からNTTド コモが世 界 に先駆 けて商 用 サー ビスとして開始した

3G移 動 通 信 サー ビス「FOMA」 は、開始 当初 でデ ・一・一ータ伝 送速度 が従 来のNT

Tド コモの第2世 代 携 帯 電 話 の13倍 の384kbpsで 将 来 的 には2Mbpsが 可 能 、

ビデオ電 話 や 動 画 像 のメール が利 用できる高機 能電話 として大 々的 に売 り出

されたが、加 入数が伸 び悩んでいる。2002年11月 の 中 間決 算 発 表 で 、NTT

ドコモはFOMAの2002年3月 末 販 売 台 数 を当初 計 画 の138万 から32万 へ 大

幅 に下 方 修 正 した。FOMAの 加 入 数 は 、サー ビス開 始 一 年 後 の9月 末 で13
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万5,700に 過 ぎ な い 。

10月 末 時 点 で の 人 口カ バ ー 率 は 約82%で 、2003年3月 末 に は90% 、20

04年3月 末 に は97%に なる予 定 で ある。

(2)KDDIのCDMA2000

2002年4月 から、KDDIは 第3世 代 に属 す るCDMA20001Xの サー ビス

を開 始 した。CDMA20001Xは 第2世 代 のcdmaOneの 機 能 拡 張 版 で 、第2

世 代 と技術 的 に全 く断 絶 しているFOMAと 異 なり、第2世 代 の設 備 と互換 性 が

あるため既 存の設備 を利用 でき、新たな設備 投資が少 なくて済む。従って、C

DMA20001Xは 、サ ービス開 始 時 点 ですで に人 口の70%を カバ ー す るとこ

ろか ら始 まり、第2世 代 か ら第3世 代 へ の加 入 者 の移 行 がスムーズに進んでい

る。

図1.103G移 動 通 信 サービス開 始 状 況
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全 国 主 要 都 市 に展 開(カ バ ー 率

2004年3月 末 カ バ ー 率

97%一
2002年4月 開 始2002年 末 カバー90%一

2002年12月 開 始 2004年3月 末 カ バ ー 率

9096

出典:各 社 資料 を基 にJIPDEC作 成

上述 のように、第3世 代 移 動 通 信 標 準 の一 つ であるCDMA2000は 、第2世

代 のcdmaOneを 徐 々 に機 能 拡 張 しでいくことで第3世 代 で想 定 され ている高

機 能 を徐 々に実現 していく仕組 みになっているため、実際のところ、CDMA20

001Xの レベ ルでは 、デ ータ伝 送 速 度 が第2世 代 のcdmaOneで 提 供 している
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最 大64kbpsか ら114kbpsに なった に過 ぎ ず 、これ を第3世 代 と呼 ぶ には や や

揮 られ る。ユ ー ザ ー も、従 来 と画 期 的 に違 うと認 識 してい るわ けで は な い 。機 能

的 に は2.5世 代 に位 置 づ けられ るか もしれ な い。cDMA20001xの 契 約 数

は2002年10月 末 現 在 で 、早 くも300万 を突 破 した。FOMAの 契 約 数 は14万

程 度 に過 ぎず 、KDDIは 、同 じ第3世 代 として 、FOMAに 比 較 してCDMA200

01Xの 伸 び が著 しいことを強 調 す るが 、NTTド コモ はCDMA20001Xサ ー

ビスをFOMAの ライバ ル とは 思 ってい な い。

2002年12月 末 まで に 、人 口カバ ー 率 が約90%に なる予 定 で ある。

また 、KDDIは 、最 大2.4Mbpsの 伝 送 速 度 が 可 能 なCDMA2000用 デ ー

タ通 信 専 用 拡 張 機 能 「CDMA20001xEV-DO(1xEvolution-Data

Only)」 を、2003年4月 に 関 東 地 区 で 試 験 提 供 を開 始 し、同10月 か らは 本 提

供 とす る予 定 で ある。2004年3月 に は 中 部 、関 西 地 区 でも開 始 す る予 定 で あ

る。

図1.11FOMAの 契 約 数 月次 推移
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出典:電 気通 信 事 業 者 協 会(TCA)の データを基 にJIPDEC作 成
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出典:電 気 通 信 事 業 者 協 会(TCA)の データを基 にJIPDEC作 成

(3)J－ フォンの第3世 代 移 動 通信 サー ビス

J－ フォンは、当初2001年12月 か ら本 サ ービス開始 予 定 であったが、2002

年6月 に延 期 す ることを発 表 した。しかし最新の技術仕様 を取り入 れることを理

由に本提供 は2002年12月 に再度 延 期 し、6月 からは試 験 サー ビスとして首都

圏 で開始した。これは、親会社Vodafoneと 共 同歩 調 を取 るためと推 測 される。

写メールのヒットで現在絶 好調 のJ-一フォンに、3Gサ ー ビス開 始 を急 ぐ理 由 は

無 いからである。

2002年12月 、J－フォン は 、ようや く3G移 動 通 信 サ ー ビスの 本 提 供 を 開 始 し

た.'Vodafoneグ ル ー プ の一 員 として 国 際 的 なロー ミン グを重 視 してい る点 が 特

徴 で 、3G移 動 通 信 サ …一一ビスと国 際 ロー ミング とを一 体 にして 「VodafoneGlo

balStandard」 サ ー ビスと呼 ん で い る。NTTド コモ と同 じW-CDMA(DS-

CDMA)方 式 で 、第2世 代 のGSMと 親 和 性 が あり、携 帯 電 話 をそ の まま海 外

に持 って い って使 えるほか 、GSM電 話 機 にUSIM(UniversalSubscriber

IdentityModule)カ ー ドを差 替 えて利 用 す ることも可 能 で ある。GSM方 式 と

の デ ュアル 端 末 も用 意 した。
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下 り最 大384kbpsの デ ー タ通 信 が 可 能 な ほか 、テレビ電 話(64kbps回 線 交

換)が 可 能 なことはNTTド コモ と同 様 で ある。料 金 は1パ ケ ット(128kb)当 た り0.

2円 で あ る。ただ しブ ラウザ フォ ン機 能 の 搭 載 は 、ネ ットワー クの 安 定 稼 働 を優

先 して 見 送 った た め 、電 話 機 単 体 で は イン ター ネ ット接 続 や メー ル が 利 用 でき

な い。パ ソコン等 とのUSB接 続 や 、J－フォン加 入 者 同 士 の シ ョー トメッセ ー ジ サ

ー ビス(SMS)は サ ポ ー トしてい る
。人 口カ バ ー 率 は 、首 都 圏 及 び 全 国 主 要 都

市 で 約71%で 、約50の 国 ・地 域 で 国 際 ロー ミングが 可 能 で ある。2004年 度3

月 末 まで に人 口カバ ー 率 を約90%と す る予 定 である。

4.4PHSの 復 活

PHS(PersonalHandyphoneSystem)は 携 帯 電 話 との競 争 に敗 れ 、契

約者 数 が毎年減少 しつつあるが、PHSサ ー ビス最 大 手 であるDDIポ ケットが2

001年8月 からPHS回 線 の卸 売 りサー ビス及 び完 全 定 額制データ通信サービ

スを開始して以後 、DDIポ ケットに限 っては契 約者 数 の減 少 に歯止めが掛かっ

ている。2002年2月 以 降 は僅 かず つ ではあるが、毎月増加している。

PHSは 、定 額 制 サービスにより、企 業 向けデータ通信 サービスに活 路を開き

つつある。携 帯電話のIPサ ー ビスは従 量 制 料 金 であるため通信 費が変動 しコ

ストが読み にくいが、定額 制サービスであれ ばコストが決まるから予算も立てや

すい。現在PHSの デ ータ伝 送 速 度 は最 大128kbpsで あるが、それ だ けあれ ば

日常 の業務連絡 に不 自由することはない。

DDIポ ケ ットの 卸 売 りサs・一・一ビス開 始 により、2001年10月 か ら 日本 で もMVN

O(MobileVirtualNetworkOperator)が 誕 生 したが 、それ ら事 業 者 は 、

一 部 で は 個 人 ユ ー ザ ー 向 けサ ー ビスを提 供 してい るもの の
、もっ ぱ ら法 人 顧 客

を相 手 にモ バ イル ・ネ ットワー ク・ソリュー ションの提 供 に的 を絞 って い る。

DDIポ ケットの成 功 を見 て 、他 のPHS事 業 者 も、定 額 制 サ ー ビス提 供 の準

備 を進めている。
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5.公 衆 無 線LAN

現 在 、世 界 的 な潮 流 に従 って、日本 でもIEEE802.11b規 格 による2.4G

Hz帯 を利 用 した公 衆 無 線LANシ ステムの実用 化 が進 ん でいる。公衆無線LA

Nサ ービスは新 たな収 益源 としての期待が高く、各事 業者 によるファーストフー

ド店や駅などの拠点の奪い合 いが顕在 化している。主な事 業者の現況をまとめ

ると、図2.7の ようになる。'

5.1NTTグ ル ー プ

NTTグ ル ー プ は 、子 会 社 が それ ぞ れ 別 々 に公 衆 無 線LANサ ー ビス に乗 り

出 して いるが 、い ず れ は統 合 され るか グル ー プ 内 の ロー ミングが 可 能 になるは ず

で ある。NTTComの サ ー ビス 「HotSpot」 は 、IEEE802.11aに も対 応 して

い る。

グループの中で注 目されるのはNTT-MEで 、2002年8月 か ら試 験 提 供 し

ている無線LANサ ー ビス「NeoMobile」 にお いて、PDA端 末 を利 用 したIP電

話 のサ ービス実 験 を開始 した。2002年12月 中まで 実 施 す る予 定 で 、実 験 期

間 中 に限りモニターの通話料 は無 料になる。このようなサービスが一般化すれ

ば、携 帯電話サービスとの境 界が曖昧になり、電気通信 サービスにおける競争

はまた新たな局 面を迎 えることになる。なお、NTTド コモは 、4月 か ら実 験 提 供

していた公 衆 無 線LANサ ー ビスを7月 から「Mzone」 として商 用 化 した。将 来

的 にはFOMAと の連 携 を 目指 しているが、現 在 は単体のサービスである。NT

Tド コモの加 入者 でなくても利 用 できる。

5.2日 本 テレコム

日本 テレコムは、現 在 こそイギリスの携 帯電話事業者Vodafoneの 子 会 社 で

あるが、もともとはJRグ ルー…プの子 会 社 であったから、JRグ ル ープ との協 力 関係

は維 持 されており、JRの 駅 を拠 点 とした公 衆 無線LANサ ー ビスの実 験 を精 力

的 に進 めている。2001年9月 か ら試 験 サー ビスを開 始 し、その後順 次規模を

拡 大して実験を継続 している。なお、NTT-MEのNeoMobileと の ローミング

など、一 層 内容 を充 実させた実験を準備するため、11月19日 か ら一 時 休 止 し

ている。2003年 早 期 には再 開 したい意 向である。
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図1.13無 線LANサ ー ビス の 状 況

現在 実 用 化 が進 め られ ているのは、IEEE802.11b規 格 に基づ くもの で、使 用 周 波 数 帯 は2.4GHz

帯 、伝 送 速 度 は最 大11Mbps。
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出典:各 社資料を基にJIPDEC作 成

5.3KDDI

KDDIは 、同社 のインター ネット接 続 サービス「DION」 の加 入 者 を対象 に、2

002年7月 か ら中継 に光 ファイバ ーを利 用 した公 衆無線LANサ ー ビスの実 験

を開始 した。

5.4モ バ イル ・インター ネ ット・サ ー ビス(MIS)

公 衆 無 線LANサ ー ビスを最 も早 く商 用 化 した の は 、ベ ンチ ャー・一・企 業 で ある

MISで ある。MISは 独 自の セ キュリテ ィ技 術 を用 い て2002年4月 か ら公 衆 無

線LANサ ー ビス 「Genuine」 の提 供 を開 始 した。サ ー ビス拠 点 の 拡 大 を 目指 す

MISはJR東 日本 の 駅 構 内 へ の基 地 局 設 置 につ い てJR東 日本 か ら了 承 を得
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られないため、電気 通信事業法 に基づき総務 大臣に裁 定を求めたが、土地所

有権者 の権利を重視 する観 点から、現行法上認められなかった。そのため総

務省 は、今後は使用権が認 められやすくなるよう法改正する意 向である。

なお 、強力な後ろ盾 を持 たないMISは 思 うように拠 点 を拡 大 できず 、2002

年12月 末 で事 業休 止 に追 い込 まれた。

5.5ソ フ トバ ンクグルs-一一・プ

2002年5月 末 か ら、公 衆 無 線LANサ ー ビス 「YAHOO!BBモ バ イル 」の 試

験 提 供 を開 始 した。ファー ス トフー ドの チ ェー ン店 は 、公 衆 無 線LANサ ー一・…ビス

の 拠 点 として 引 っ張 りだ こに なっ てい るが 、YAHOO!BBモ バ イル は 、ハ ンバ

ー ガ ー の マ クドナ ル ドほか
、Starbucks、MisterDonutな どの 大 手 チ ェs-・一・・ンと

の提 携 に成 功 し、試 験 期 間 中 は 無 料 でサ ー ビスを提 供 して い る。
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II.企 業 向 けブロー ドバ ンドサ ー ビス の 充 実





ll.企 業 向 けブ ロー ドバ ンドサ ー ビスの 充 実

1.転 機 を迎 えた企 業 向 け通 信 サービス

電気通信事 業法改 正 による規制緩和及び通信 料金 自由化 といった様 々な

施 策により、これからも料 金が低 下し、ユーザーから見て、サービスあるいは事

業者 に関する選択の幅が広がっていく方 向にあることは間違いない。

ブ ロー ドバ ンドの ビジ ネスへ のインパ クトを考 えてみ ると、一 つ は 、大 容 量 つ ま

り速 いことで ある。10M、100M、 あるい はGビ ットとい った太 い 回 線 が 、従 来 の

何 十 分 の1の 値 段 で 使 えるような 状 況 にな って いる。二 つ 目は 、回 線 だ け で は

な く、ル ー ター 、サ ー バ ー 、メモ リー 等 、全 部 安 くな ってきて い るた め 、非 常 に 少

ない 投 資 で大 きな 効 果 があ げ られ る環 境 が整 って いることで ある。そ れ か ら三 つ

目として、構 築 が 簡 単 で あることである。プ ロトコル がIPと イー サ で あり、2つ の プ

ロトコル で考 えれ ば い い 。そ うい う意 味 で 簡 単 だ とい うことで ある。この 三 つ の条

件 が整 いつ つ ある。

これを経 営に使 うツールとして考 えると、大企業 と中小企 業とで差 がなくなっ

てきたと言える。

2.ブ ロードバ ンドネットワーク料 金 の低廉化

図2.1に 見るように 、キロビット当たりの料金 は急激 に下がっている。パソコン

は大衆化 した段 階で値段が急激 に落ちたが、通信も同じような傾 向を辿 り、20

00年 から2001年 頃 にかけて急 激 に落 ちてきた。これは、いわゆる競 争政策 が

導入されたことと、機 器 類その他が安くなったことの両方が原 因と考えられるが、

どちらかと言えば競争 の成果 であろう。
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図2.1ブ ロー ドバ ン ドネ ットワー ク料 金 の 低 廉 化
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■デー タ系 通 信 料 金 の 低 減

ナローバ ンドか らブロードパント◆へ →25年 でKbps当 た りの 料 金 が1/数 万 円 に

(ADSL、FTTH)

出典:NEC

3.ビ ジネスユ ー ス向 けブ ロー ドバ ンドサ ー ビス ・ラインアップ

3.1従 来 型 サ ー ビス

ビジネ ス向 けの ブ ロー ドバ ンドサ ー ビス としては 、従 来 型 サ ー ビスとして 高 速

デ ジタル 専 用 サー ビスや フレー ムリレー サ ー ビス、セル リレー サ ー ビス等 がある。

現 在 、大 企 業 に 限 らず 基 幹 網 に は フレー ムリレー が 多 く使 わ れ てい る。専 用 線

系 サ ー ビスで 主 流 にな って い るの は 、NTT東 日本 で 提 供 して い るサ ー ビスを例

に 取 ると、「メトロハ イリンク」で あ る。現 在 は 最 高600Mbpsで 、間 もな く2.4

Gbpsの サ ー ビスが 出 てくるもの と思 わ れ る。
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3.2新 型WANサ ー ビス

現 在 、ビジネス向 けブ ロー ドバンドサービスとして最も浴 びているのが、IP-

VPNと 広 域 イー サネットサー ビスである。これらは帯域保証 の無いベストエフォ

ート型サービスであるが
、既存の専用網 の数倍の帯域 を数 分の一の料 金で実

現できる。

IP-VPNと 広 域 イー サネットの主 な特 徴 は以下のとおりである。ユーザは、

要 求する機能やコストに応 じて最適なものを選択すれば良く、両者 の間に特 に

優劣の関係 はない。

図2.21P技 術VPNの 利 用 例

,多様な利用方法:

一 喧 擾 使馳 ぴ 図卦ラ蜘ク抵 僧兵1『畦 ネヅト手力繰 戚繋 る・

ξぺi袖 牢 ダ《〉"刷 ∀嬢煎 コ▲M蟻

出 典:NEC

(1)IP-VPN

IP-VPNは 、電 気 通 信 事 業者 が構 築 しているIP網 を利 用 して企 業 網 を構

築 す るもので、閉域網であるIP網 を利 用 している点 でセキュリティが高く、また、

距離 に依存しない料金体系になっているため、コストも低 く抑えられる。

主として長距離系事業者 が提供しており、全 国的に利 用可能である。
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(2)広 域 イー サ ネ ット

広 域 イー サネ ットサ ー ビスもVPNの 一 種 であることに変 わ りはな い が 、パ ケット

転 送 処 理 を行 うの が ネ ットワー ク層 の レイや 一-2で 行 う点(IP-VPNは レイヤ ー

3)が 異 なる。そ の た めIP以 外 のプ ロトコル を扱 うことが で き、ネ ットワー ク設 計 に

自由 度 が ある。

主 として地 域 事 業 者 が 提 供 してお り、利 用 で きるの は 大 都 市 圏 で ある。NTT

東 日本 で 提 供 して い るサ ー ビスを例 に 取 り上 げ ると、「メトロイー サ 」で あ り、「ス

ー パ ー ワイドLANサ ー ビス」で ある。県 単 位 で の 電 子 自治 体 の システ ムな どに

かな り使 わ れ てい るようになってきて いる。

3.31P電 話 サ ー ビスの 開 始

電 話 も企 業 にとって 重 要 なアプ リケー ションで ある。これ につ い て は 、1章2.

1を 参 照 。

3.4ユ ビキタスサ ー ビスにより企 業 活 動 範 囲 広 域 化

「ユ ビキタス」とい う言 葉 が ようや く認 知 され るように なってきた が 、この ように 、I

P網 をバ ックボ ー ン として 、何 処 でも使 えるとい う環 境 が徐 々 に整 っ てきた。もっ

とも、実 はまだ まだ 問 題 が ある。

例 え ば 、あ る人 が ある人 に 、何 か ファイル を送 るとす る。ところが 、そ の相 手 の

人 の状 況 をネ ットワー クは 知 らない 。つ まり、相 手 は100Mbpsの 回 線 で 、非 常

に速 い パ ソコン持 って いるので あれ ば 、そこに1GBの ファイル を送 っても何 の 問

題 もな い。しか し、相 手 は500kbpsし か ないADSLだ った 場 合 、そこに何GBも

のファイル を送 ると、そ れ だ けで お そ らく使 用 不 能 に なってしまう。

現在はそういう情報 をサービス側がもっていない状況であるから、このまま進

行するとネットワークが正常に動作 しなくなる可能性 がある。そういう意味ではユ

ビキタスサービスミドルウェア群 といった分野が確 立されないと非常 に危ういネッ

トワークが出来てきてしまう。っまり、サイバーテロに非常に弱いものになってしま

う。ユビキタスネットワークには、そのような課題 がある。
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一 方
、プラスの 面 は 、や は り何 処 にい ても同 じような環 境 が 使 えることで ある。

2003年1.月28日 に 、NTTと ドコモ でFOMAと 固 定 の ブ ロー ドバ ンドとを繋 ぐ実
'
験 をす るとの発 表 が あった が 、本 当 にFOMAで 顔 を見 な が ら会 議 す るか どうか

は別 にして 、ビジネ スユ ー スで い うと、例 えば ファイル を共 有 しなが ら何 か が で き

るとか 、何 処 に いてもで きるとい ったことは 、お そ らく企 業 活 動 のスピー ドア ップ と

い う面 では プ ラス になると考 えられ る。

図2.3ユ ビキタスネットワークにより企 業活動範囲がより広域 に

モパイルの活用により全集内基幹システム と外出先社 員闇で、

いつでも、何処でも、どの樟な端 末からでも適切な情報 伝達ができる社会へ

・配送粟・運輸婁(車両追跡を利用した車両運行、荷物管理)
・リモートVPN

・他

〔{";、 蹴{'vetigir"rlチIlt～ 躯 ⑱

出典:NEC

4.ITを 利 用 した経 営

基盤 としてのネットワークサービスは、電気通信 市場 の競 争激化 によって非

常なスピードで整 いっっある。料金 の低 下により、中小 企業でも高速大容量 の

ネットワークを調達することが可能になってきている。問題 は、こういったネットワ
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一クサービスをいかに使 いこなすかである。ブロードバンドににより画像などの大

容量データも瞬時 にやり取りできるようになり、既存のネットワークを利用 したア

プリケーションも変質する。アプリケーションも新しい局面 に入ったと言える。

4.1サ プライチェーンマネジメント(SCM)

ブ ロードバ ンドネットワークとITに より、情 報 共 有 空 間 が拡 大 す ることで、部

品や素材の調達から製 品の生産 、消費者反応の製品フィードバックといった一

連 のサイクルのマネジメントがより高度なレベルで可能 になる。

図2.4サ プライチェー ンマネジメン ト(SCM)

フひζ乎一ド'ぐント'ネyトワークとfTS二より情 報ttfiの 空聞が拡.X、頷違.生 産の8寺闇

驚 風 消費者反応の製品フィー柏商民女で●夢イクルマネジメ汁を実現飽きる

CA◎

Co目abOr欲ien
{ピ)s烈'`ζ ご◎'戸 ▼剛k漁t頂}.1

出典:NEC

4.2カ スタマー ・リレーションシップ ・マネジメント(CRM)

CRMは 、顧 客 とのダイレクトパスを作 るシステムなのであるが、過去 は非常に

大きな高いシステムしかなかった。現在はボタン電話のようなものでできるように

なり、直接顧客 とのチャンネルを作るという意味では、そのような仕組 みの方が
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コストパ フォー マ ンス 良 くできる。

図2.5カ スタマー ・リレーションシップtマ ネジ メント(CRM)

エン口減 遷融 認 識罐 嚢}ご扉ガ

wtU.11,

Eδ1 魏,

出典:NEC

4.3ブ ロードバンドとナレッジマネジメント(KM)

ナ レッジとブ ロー ドバンドに何 の関係 があるかというと、「知 」というものを文章

にすると形式知 に変わるが、形式知 として表 せられないものがあって、俗 にノウ

ハウとか暗黙知 とか呼 ばれている。それを映像 というツールによって保管 できる

のではないかという考 え方が出てきている。

具体的な例で言うと、例 えば、埼 玉県川 口市は鋳物 の街なのであるが、なか

なか後継者 がいなくてノウハウを伝 えられない。そこで、埼 玉大学と組んで映像

にすべて撮ってアーカイブすることを続 けていると聞いている。それで本 当にノ

ウハウが100%伝 わるかどうか はわからないが、ビジネスにはかなり使 えそうなツ

ールに思われる
。
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具体的に進んでいる物 としては、自動車の整備 の仕方がある。どこから手を入

れて、どこを回すと何 がどうなるといったことが、マニュアルを読んでもわからない。

映像化して必要なところだけ流 すといったことが取りくまれている。

4.4eマ ー ケットプ レイス

eマ ー ケ ットプ レイスも、鉄 鋼 な どは 随 分 早 か った が 、ようや く言 葉 だ け で は な

くて、ネ ット上 で い ろい ろなことが なされ ることが増 えてきた。モ デ ル としては 、マ ッ

チ ングとかオ ー クションな どが盛 ん に使 わ れ るようになって きた。このように 、自分

で 作 るよりもす で にあるもの を使 うことによって効 率 を 上 げ るとい うや り方 は 、資

金 力 の弱 い 中 小 企 業 にとってプ ラスで あろうと思 わ れ る。

4.5ブ ロー ドバ ンドネ ットワー クとITの 活 用 例

(1)CADコ ラボレー ション

ひ とつ の例 としてCADコ ラボ レー ションが ある。最 も有 名 な の が 自動 車 業 界

であ る。自動 車 は 何 万 点 か の 部 品 で で きて い て 、しか もほ とん ど別 の 所 で作 っ

ているた め 、設 計 の時 か ら協 調 して作 ってい くというや り方 で ある。
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図2.6CADコ ラボ レー ション"ネ ットワークを介 し協 調 した業務 の遂 行でコスト削減"

幽鋤 酬 ⊇噛 繍 無 亘わる各社礁,,
蟻 鮪 醒騨 鎮撫殺なり・煕リ三噸 鱒 難 姻猿 鍵

自動車象界の

CADデ ータ転送プラットフt－ム

・CADデ ータ容量:数MB(2次 元)～数十MB(3次 元)

・データ取扱い件数:数 百件/日

・CAD取 引企票数:数 十社～

齢

(C)rgECCorporation20a3

出典:NEC

フ.ロート.A◆ント.ネットワ7ク

(IP-一・VPN)ノ

宗一参

考ンタ

魁

(2)ネ ットワーク上 での共 同作 業

アニメ製作 において現在動いている仕組みである。元請 が最上位 にいる。実

際にその絵をつけたり、絵を描いたりするのはほとんど個人で仕事 している人達

で、そういう人をブロードバンドで結んで、協調して仕 事をする。これは随分前か

ら行われている。

(3)バ スロケーションシステム

これはバスが今何 処にいるか、いつ来るかを知らせるものである。

(4)ニ ュv・・一・Lスオ ンデ マンド配 信

ニ ュー スの編 集 を手 早 く行 い 、30分 ぐらいで 見 られ るように す る。

(5)ブ ロー ドバ ンドで映像 コンテンツ配送

映画館 にデジタルコンテンツとして映画を届 けるものである。NTT西 日本 と

東 宝 とでやっている。
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(6)ス トリー ミングによるマ ニュアル 配 信

自動 車 の 修 理 工 場 、整 備 工 場 と、自 動 車 メー カー の メンテ ナ ンスの 部 門 を結

ぶ ようなもの で ある。今 まで はマ ニ ュアル を引 っ張 り出 してきて 、コピー して 、FA

Xで 送 るとい うや り方 をして い た が 、そ れ が映 像 の アー カイブ の ようなもの に まで

進 もうとしている。

図2.7ス トリー ミング によるマニュア ル 配 信

琳攣禦雛 綴織遥響縦
恥 力がらの8塞熟 慮 麓鐙 …撚i鷲 鮎大薮願 ・

《`膓、}《`殉 怜悩 海oξKぴ

出典:NEC

(7)ASP事 業者 の有す るアプリケ一一ー一・ションサービス利用

自分 のところでIT技 術 者 を持 たないでや るた めには、や はり一つはASP事

業者 を使 うというや り方 がある。これは使 うだけではなくて、ASP事 業者 のエンジ

ニアを使 えるという面でもプラスになる。

(8)地 域 で取 り組 んだブロードバ ンド化

志 賀高原 に130ぐ らいホテル ・旅 館 があるが 、観 光協会 がとりまとめ、あるア
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ルペンの大会 にも合わせ、100Mbpsの 光を張り巡 らしていろいろなことを始 め

た。ゲレンデが映ったり、途 中、道 が映ったり、混み具合 がわかるとか、コンテン

ツとしてはそれほど大それたものでないものの、何か一つの活性化 対策 につな

げていきたいと、一所懸命取 り組んでいる例である。
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皿.中 小 企 業 の ブ ロー ドバ ンド利 用 実 態

この章では、(財)日 本 情 報 処 理 開発 協 会(JIPDEC)が 毎 年 実施 しているア

ンケー ト調 査 「情報 システム・ネットワーク化調査」の14年 度 結 果 を基 に、中小

企 業 の通 信 サービス利 用状況を概観 する。なお、ここに参照 するデータは同調

査全体 から見れ ばほんの一部である。同調査 は、中小企 業か ら大 企業 まで、

すべての規模 及 び業種を対象 に、情 報化 投資の状況 、情報 システム部 門要

員 の動 向、ITガ バ ナンスの動 向といった基礎 的データから、ネットワーク利用 動

向、あるいはアウトソーシングやASP、CMM(CapabilityMaturityModel)等 と

いった特 定 テー マの調 査 に至 るまで多岐にわたっている。毎年 、「企 業 におけ

る情報化動 向に関する調査研 究報告書」として当協会から刊 行 されているので、

興味のある方には一読をお勧めする。

1.ア ンケー ト調 査 の 概 要 .

平 成14年 度 の 情 報 システ ム ・ネ ットワー ク化 調 査 は 平 成14年9月 末 現 在 を

調 査 時 点 とし、平 成14年11Eか ら12Eま で を調 査 期 間 とした 。9,717通 を発

送 し、1,633通 の 回 答 を得 た。規 模 か ら見 た 回 答 者 の 属 性 は 以 下 の とお りで

ある。

図3.1従 業 員 数 から見 た回答 者 の属 性
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2.情 報 化投 資 関 心 分 野

まず 、情 報 化 の課題 についての関心度を、従業員規模別 に見ると図3.2の

ようになる。なお 、実 際 の調 査 では39項 目にわたっているが、ここではネットワー

ク関係 のみを抜粋 している。

図3.2に よれ ば 、概 ね 従 業 員 数 に比 例 して 関 心 が 高 まって いるもの が 多 い 。

特 にTCO(情 報 化 総 費 用)、 ナ レッジ マネ ジメントの 必 要 性 、CRM、 サ プライチ

ェー ン ・マネ ジメントは 、会 社 の 規 模 に 直 結 す る事 柄 で あろう。一 方 、規 模 にあ

まり関 係 の無 い結 果 となってい るもの は 、ブ ロー ドバ ンド、対 消 費 者EC(電 子 商

取 引)、Webサ ー ビスな どで ある。

ブロードバンドについて大企 業より中小企 業の関心 の方 が高いのは、大企

業の場合すでに整 備が終 わっているからと推測 できるが、同様 のパターンを示

しているWebサ ー ビスにつ いては 、中小 企 業 独 自の狙い 目があるかもしれない。

Webサ ービスは 、インターネットによりサーバー同士をリンクさせることで他 社と

のデータ共有 を実現 するもので、いろいろな業種の会社 が結合することにより、

互いに補い合った様 々なアプリケーションが広 がるものと期待できる。

サプライチェーン・マネジメントは、川 上で全 体を取りまとめる側 にある大企 業

で関心が高くなるのは当然であるが、中小企業 同士の横 のつながりで新たなビ

ジネスチャンスを発 見することもできよう。その意 味では、やや低い点 が気 にか

かるところである。

対消費者EC(電 子 商 取 引)で は、100人 未 満 の 中小 企 業 と5,00Q人 以 上

の大 企 業 にお いて関 心 が高 い 点で 目を惹 く。これは、顧客との接 点の有 無で

両極端に分かれたものと推測 できる。
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図3.2従 業 員規 模 別ユ ー ザー の情 報 化 関連 課 題 へ の 関 心 度

02550(社 数比%)

ユビキタスネットワーク

ギガビットイーサネット

ブロードバンド

企業間EC(電 子商取引)

対消費者EC(電 子商取引)

TCO(情 報化総費用)

Webサ ービス

ナレッジマネジメント

)

CRM

サプライチェーンマネジメン

ト

電子政府

出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワー ク化 調 査
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3.通 信 サ ー ビスの利 用 状 況

3.1企 業 にお ける通 信 サービス利 用 状況

調 査企 業全体の通信 サービス利用状 況を前年度 と比較すると、図3.3に よ

うになる。ADSL及 び 広 域 イーサ ネットは前 年 度 の調査対 象 となっていなかっ

たため、前年度 との比較 はできないが、一年前は調査対象 にすらなっていなか

ったという事 実そのものが、これ らのサービスがいかに急速 に普及 してきたかを

物語っている。

ADSLは 、す で に 調 査 対 象 企 業 の38.4%で 利 用 され お り、IPネ ットワー ク

サ ー ビスも、前 年 比 で2倍 以 上 に 増 え 、広 域 イー サ ネ ットも10.5%の 企 業 で利

用 され ている。一 方 、フレー ムリレー サ ー ビスや 高 速 デ ジタル 専 用 線 は減 少 す る

過 程 にあ り、従 来 企 業 ネ ットワー クの 中 心 となって きたそ れ らサ ー ビスが 、ベ ス ト

エフォー ト型 のブ ロー ドバ ンドサ ー ビス に置 き換 わ りつ つ あ る傾 向 は 明 らか で あ

る。
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図3.3オ ンライン通信 回線サービス利用状況(前年比較)
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出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワーク化 調 査

ま

3.2従 業 員 規 模 別 通 信 サー ビス利 用 状 況

14年 度 の 通 信 サ ー ビス利 用 状 況 につ いて 、従 業 員100人 未 満 の 中 小 企 業

と、5,000人 以 上 の 大 企 業 とで比 較 したの が 次 の図3.4で ある。

大 企 業 で は 、まだ まだ フレー ムリレL…一・が64.6%の 企 業 で 利 用 され て お り、高

速 デ ジタル 回 線 も52.3%、 デ ジタル アクセス回 線 も61.5%の で 企 業 で利 用 さ

れ てい る。一 方 、広 域 イー サ ネ ットが29.2%、IP-VPNが58.5%の 企 業 で

利 用 され るようになっ てお り、VolPも24.6%と 、約1/4の 企 業 が利 用 して いる。

費 用 対 効 果 の 面 か ら見 て も、旧来 の フレー ムサ ー ビスや 高 速 デ ジ タル 専 用 線
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などは これ らの サ ー ビスに 置 き換 えられ て いくのは 間 違 い な いで あろう。

100人 未 満 の 中 小 企 業 を見 ると、目立 つ の がADSLの 利 用 で ある。100人

未 満 の 企 業 の42.5%がADSLを 利 用 して お り、5,000人 以 上 の 企 業 よりもそ

の比 率 は 大 きい。100人 未 満 の企 業 の利 用 率 が10%を 超 え る広 帯 域 サ ー ビス

を拾 い 出 してみ ると、フレー ム リレー サ ー ビス、高 速 デ ジタル 回 線 、デ ジタル アク

セス回 線 となるが 、中 小 企 業 に とって は 、この 中 で はADSLが 最 も高 速 大 容 量

の サ ー ビスと考 えられ 、しかも最 も安 い もの で ある。中 小 企 業 にとってADSLが

ネ ットワー クの主 力 とな りつ つ あることは 否 定 で きない 。

図3.4従 業員規模別通信サービス利用状況
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3.3ADSL、IP-VPN、VoIPの 従 業 員 別 利 用 状 況

図3.4の うち 、ADSL、IP-VPN、VoIPだ けを抜 き出 して 、従 業 員 規 模 別

に比 較 したの が 次 の 図3.5で ある。

ADSLは 、企 業 規 模 に 関 係 な くほ ぼ40%前 後 の 利 用 率 で ある。VoIPとIP

-VPNは
、どちらも企 業 規 模 が 大 きくな るほ ど利 用 してい る比 率 が 高 くなってい

るが 、VoIPの 方 が 、規 模 による利 用 率 の 差 が 大 きい 。

図3.5従 業 員規 模 別ADSL、!P-VPN、VolP利 用 状 況
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3.4今 後 利 用 した い通 信 サ ー ビス
1
.

今後1～2年 以 内 に新 規 利 用 を予 定 しているサービスについて尋 ねた結 果

が次の図3.6で ある。ADSLは 依 然 として高 い。しかしここには数字 がないが、

前年度より低 くなっており、かなり普及したことで新規利用という面ではすでにピ

ークを過 ぎたようである。次の段階 として、IP-VPNや 広 域 イー サネットの新 規

利 用 を考 えている企 業が多い。

IP-VPNは 、5,000人 未 満 の企 業 で 新 規 利 用 意 向 が高 く、す で にIP-V

PNの 利 用 率 が58.5%に 達 して い る5,000人 以 上 の 大 企 業 で は 、広 域 イー

サ ネ ットの新 規 利 用 意 向 が 高 い。VoIPは 規 模 による違 い は あ まり認 め られ な

い 。

図3.6従 業員規模別通信回線サービスの新規利用意向
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3.5従 業 員 規 模 別IP-VPNの 導 入 状 況

IP-VPNに つ い て 、今 後 の 導 入 予 定 を含 め てまとめ たもの が 、次 の 図3.7

で ある。従 業 員5,000人 以 上 の企 業 は 、導 入 予 定 を含 め ると72.5%に な り、

検 討 中も含 めると88.4%に なる。従 業 員300人 未 満 まで の 企 業 は 検 討 中 まで

含 めると50%を 超 えるが 、100人 未 満 の会 社 は 検 討 中 まで 含 め ても39.1%で

あ り、導 入 の 予 定 は な いと回 答 した企 業 が60.9%で ある。

図3.7従 業員規模 別IP-VPNの 導入状 況

O内 は回答社数 社数比0%
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出 所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワー ク化 調 査
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3.6従 業 員 規 模 別VoIPの 導 入 状 況

次 に 、VoIPに つ い て今 後 の 導 入 予 定 を含 め てまとめたもの が 、図3.8で あ

る。導 入 予 定 を含 め ると、5,000人 以 上 の 企 業 で は す で に30%を 超 え 、検 討

中 を含 めると53.6%と5割 を超 える。1,000人 以 上5,000人 未 満 の企 業 で も、

導 入 予 定 を含 めると20%を 超 え 、検 討 中 を含 めると45%に 達 す る。一 方 、100

人 未 満 の 会 社 で は 、検 討 して い な い ところ が77%で あ る。電 話 料 金 の 削 減 は

規 模 の大 きな 企 業 に とっては 切 実 な 問題 で あろうことは 容 易 に推 測 で きる。

なお 、検 討 した 上 で 導 入 を見 送 った 企 業 も比 較 的 多 く、5,000人 以 上 の 企

業 で17.4%、1,000人 以 上5,000人 未 満 の 企 業 で20%、300人 以 上1,00

0人 未 満 の企 業 で17.3%に 上 る。これ は や は り通 話 品 質 や セキュリティ面 を考

慮 したものであ ろうか 。

図3.8従 業 員規 模 別VolPの 導入 状況
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出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワーク化 調 査
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3.71Pネ ットワー クサ ー ビスを利 用 す る理 由

IP-VPNとVoIPをIPネ ットワー クサ ー ビス として 一 括 りに し、そ の利 用 理 由

を従 業 員 規 模 別 に見 たもの が 図3.9で ある。「全 社 的 なネ ットワー ク見 直 しの一

環 」、及 び 「通 信 経 費 ・ネ ットワー ク運 用 経 費 等 の 削 減 」とい う理 由 が 抜 きん 出 て

い るとい うパ ター ンは 規 模 に 関 わ り無 くほ ぼ 共 通 であ るが 、100人 未 満 の 企 業

に お い て 、「顧 客 へ の サ ー ビス向 上 」を理 由 として挙 げ て い る比 率 が他 の 分 類 よ

りも明 らか に高 い。

従業員100人 未 満 の企 業 では、IPネ ットワークを利 用 している企 業 の比率 自

体が他の分類よりも低いため、これをもって中小企業 の意識 が高いと言 うことは

できないが、IPネ ットワー クを導 入 している中小 企業 に限れば、かなり明確な目

的を持っていると言える。

図3.9従 業 員規 模別IPネ ットワークサー ビスの 利 用理 由
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IV.展 望 と課 題





IV.展 望 と課 題

1.中 小 企 業 のステップ アップ

1.1ネ ットワー クの戦 略 的 な活 用

中 小 企 業 も、さす が にPCが な い とい う会 社 は なくな って きて い る。そ うい う物

を入 れ て 、あるい はLANを 入 れ てインフラを整 備 して 、インター ネ ットに繋 いで 、

コスト削 減 をや ってみ た、更 にそ のステ ップ ア ップす るた め に どうい うことをす るか

一 一 そ の フェー ズ に今 い るところであ ろう
。そ こにちょうどタイミングよくブ ロー ド

バ ンドが 安 く使 える環 境 になってきた。そ こで もう一 段 上 に行 けるの で はな いか 。

現在 、企 業はIP-VPNに 移 っている最 中 である。中小 企 業も気 がついたと

ころから移っている。ネットワーク系を持っているシステムインテグレータの仕 事

のかなりの部分がIP-VPN系 に移 っていることが増 えている大きな原 因である。

IP-VPNへ の移 行 はほとんどがそれ と言 ってもいいぐらいである。

これを中小企業 のパワーアップに本 当につなげるためには、2つ の考 え方 が

あるであろう。一つ はその自分の会社の業務 をどうするかである。中小企 業の場

合 、例 えば製造業 であれば、ゼロから製 品まで作ってしまうところはそれほどなく、

途 中工程でああったり、部分 的な組 み立 てであったり、全体 のサプライチェーン

の一部として、縦 系列 でやっている。

もう一つは、例 えば、同業者 で横 に繋 がるや り方 である。同業者 がある地域

で固まってやるとか、あるいは商店街 が固まってやる例 は、あちらこちらにある。

志賀 高原の観光組合もその例である。大 手は 自分でやるから入っていない。観

光組合 で固まって、これこれこうしましょうと、ビジネスを大きくしていこうという取

り組みである。そうすると横 につながりやすい。

サプライチェーンをっなげていくと、素材からになる。自動車の例でいうと、石

油と鉄と布 と皮が素材 で、部 品になって、車 になって、というチェーンがあって、

消費者 にわたる。最近 、廃 車もチェーンに入って、もう一回素材 に戻る。一部 は

.解 体 した段 階 でダイレクトに補修 に流れる。自動車は大きな物だから、全部大

企業でやるかというと、絶対 にそうではない。素材や最終製 品を作 るところは大

企業が多いが、部 品の加 工に入 ると、急 に裾 野が広 がって、中小 企 業が山ほ
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どつながっている。それを最終製 品を作る所が主導でやるケースと、あるいは同

業で扱うケースと、いろいろなケースがある。それをどうやったら効率的 になるか。

これはやはりコンサルタントでないとわからない。

その際に、ネットワークをどう作るか。大企 業でも今はほとんどアウトソーシング

するように変わってきている。特 にIP-VPNが 多 く企 業 の中 に入 ってきているこ

とは、まさにネットワークアウトソーシングの一形 態だとも考えられる。自分で苦 労

して作るよりも使わせてもらった方 が良い。大企業 でもその方 向に行っているか

ら、中小企業 に関しても同じことが言えるのではないか。先行 しているところは、

更なる売上アップのため、活 用にまさに取り組んでいるところであると思われる。

1.21T人 材 不 足へ の対処

中小 企 業 のIT化 状 況 につ いては、LANが どのような形 式 かは別 にして、か

なり普及している。IPを 使 おうとした時 に鍵 になるのが、ファイヤーウォールを持

っているかどうかである。ただし、活用していると言えるのは半分 というところであ

る。中小企業では、ITの 専 門家 が社 内 にいないことが一 番の悩みとして訴 える

人が多い。もっとも、本 当にやろうと思えば1人 とい うわけにはいかず 、何 人 かの

チームで持っていないと仕事ができないから、そこまで人を雇って社 内でいろい

ろやってもらう程の余裕 はないのが実態であろう。

そこで、かなり増 えつつあるが、ITコ ーデ ィネー タを使 っていくのも一つの方

法である。当時 の通 商産業省 が 「ITコー ディネー タ」という資 格 を作 った。現在

は全国で3,000人 を超 えたくらいであろう。ITコ ーディネー タの 資格 を持 った

人 が相 当増えてきて、中小企 業あるいは地方 自治体でも随分利 用している例

がリポートされている。中小企業診 断士や税理 士とか、そういう資格 をすでに持

っている人が受けるケースがかなり多いようである。そういうものを利 用するという

のも、一つの解であろう。

ITコ ーデ ィネ ータはシステム段 階 だけではなく経 営段階から入ってやる。今

は自動 車でも系列が半分ぐらい切れていて、オープン調 達しているところが多

い。そういう意 味でいうと、ブロードバンドなりITな り、ネットワー クなりインターネッ

トなり、マーケットプレイスなりを使 うことによって 自分の業態を広 げることが可能

な環境 が整ってきたと言 える。.
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2.中 小 企 業 の課題

中堅 中小 企 業 では 、やはり40代 ぐらいまでの若 い2代 目社 長 のところが早 い。

そうでないところは少 しも進まない。

中小企 業の社長 にとって、ツールとして、ブロードバンドないしIT関 係 を使 っ

て競 争 力 を強 化 し、多 角 経営型 のマーケットに広げ、取 引を親 会社 以外 に広

げていき、世界的 にビジネスを広げていくことは楽しみであろう。しかし日産 自動

車 は経 営 再建のため系列の部 品組 合 を全部なくした後を見 てみると、他 に手

を広げて大 きくなったところと、小さくなったり、どこかに買収 されたところとに極

端に分かれた。

ブロードバンドにしろインターネットにしろ、ITに しろ、何 も作 ってくれるわけで

はない。効率化 に使 うのか、あるいは事 業拡大 に使 うのかという違 いはあるにし

ても、ツールに過ぎない。中小企 業の社長なり経営陣なりに、何 を考えているの

か、何をや りたいのかが無 いところは、結 局のところ何もできない。ただ効率化 し

ろと言っても、何をどうすれば良いのかわからない。自社 のコアビジネスが何 で

あって、それをどうするか明確 にすることが重 要である。

3.電 気 通信 事 業 法 の抜 本 改 正 と中小 企業への影響

3.1電 気 通 信 事 業 法 抜 本 改 正 の概 要

2002年8月7日 、情 報 通 信 審 議 会 は、諮 問 「IT革命 を推 進 するための電 気

通信 事 業 における競争政策の在 り方について」に関する最終答 申を公 表して、

競争政策の推進 と消 費者保護 を大きく掲 げ、設備保 有の有無 に基づく現行 の

一種/二 種 の 区分 による規 制 を放 棄 し
、市場ごとの支配力 に基 づく規制 に転換

することを明確 に打ち出した。

この答 申の主な内容は以下のようなものである。
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情報通信審議会 「IT革命 を推 進 す るための電 気 通信 事業 における競争政策

の在り方について」に関する最 終答 申(2002年8月)

(1)新 規 参 入 の促 進

① 設 備 ベースとサービスベースの双方から競争進展を図る。

② 多様なネットワークによる競争 が進 展する環境を整備する。

(2)ネ ットワーク開放 型 競 争 促 進 政 策 の推進

① 公衆網再販はNTTの 経 営 判 断 に委 ねる。

② 接 続 料 と利 用者料金の関係 を検証する。

③OSSの 開放 。

(3)構 造 問題(NTTを 卸 と小 売 に分 離)

① 引 き続 き慎 重 に検 討 。

(1)消 費 者 トラブルの解 決 を支 援 するため、相談員の資格制度を創 設。

(2)事 業 者 が消 費 者 に情 報提 供 すべ き項 目の指針 のとりまとめ検討。

(3)電 気 通 信 事 業 法 上 の意 見 申出 制 度 や苦情処理の充実。

(4)事 業 者 による自主 的 な消 費 者 対 応 の強化。

(1)新 たな競 争 枠 組 み の在 り方

① 公 益 事 業特権 の見 直し。

② 一種/二 種 の事 業 区分 を撤廃 し、参 入 規制を大幅に緩和。

③ 退 出規制の緩 和

④ 非営利の電気通信 事業者 には最小限の規制。

(2)枠 組 み移 行 に伴 う課 題

① 一 種/二 種 区分 廃 止 に伴 う全 般 的 な見 直し。

② 原 則 として契約約款 の作成 ・公 表義務 を廃止し、当事者 間の相 対取

引に委 ねる。市場 支配 力を持つ事 業者 には引続き契約約 款の作成 ・公

表義務 を課す。ただしその場合も相 対取引を認 める。

③ サービスの特性や代替性等 を勘案 して適 当なサブマーケット毎に市場

を画定し、市場支配 力を評価する。
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④ ボトルネック設備等 に着 目したルールは引続き必要不 可欠であるが、

競争の進展と共 に見直す。

⑤ ユニバーサルサービスの確保 、電気通信番号 の付 与、技術水 準の維

持、重 要通信 の確保 等は確 実に維持。

現在この答 申に基いて法案 作成 中であり、現時点ではその全貌 は明らかで

はないが、NTTやKDDI、 日本 テレコム等 の第 一 種 電 気 通 信事業者 にとって

規制緩和になることは間違 いない。

3.2電 気 通 信 事 業 法抜 本 改正 による中小企 業への影響

この答 申において打ち出されている規制 方針転換 により、基本 的にはユー

ザーの利益が増すことになると思われるが、この中には、中小企業 にマイナスの

影響 を与えると思われるものが含 まれている。それは相 対 取 引の原則 化 であ

る。

現在 は電気 通信事 業者 に対しては、誰 に対しても平等な品質 ・料金 による

サービスを提供 することを義務付 けられており、そのための措置として契約約款

の作成 ・公表義務 が課せられている。言わば定価販売 を義務付 けられているわ

けである。これは市場 における弱者を保護 するという意 味もあるが、事業者 の利

益を確保するという意味合 いもあり、公共事業色の強 い規制である。

しかし相 対取 引を原則 とし、契約約款 の作 成 ・公表 義務が廃止 されるとなる

と、通常の他の業種 と同じく、事業者 とユーザーとでサービスの納入価格 が交

渉され決 定されることになるから、大 口ユーザーたる大企 業 は、事 業者から大

幅な割 引を勝 ち取ることができる。一方、零細ユーザーである中小企業 は相 対

取 引の恩恵 は受 けられず、サービスの利用料 金が大企 業よりも割高 になること

は避 けられない。下手をすると、大 口ユーザーへの割引価 格提供 のしわ寄せを

食 い、現在 より高い料金を強いられる可能性 が考えられないわけではない。こ

のように、電気通信 事業への市場原理の全般 的な導入 が、中小企業 に厳 しい

結果 をもたらす可能性があることは否定できない。
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